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【目　的】　A医療系大学生の喫煙実態と関連要因を明らかにする。
【方　法】　A医療系大学生を対象に無記名自記式質問紙調査を実施した（有効回答393名）。喫煙の有無
と学年、生活環境要因等との関連をχ2検定で検討し、喫煙者では起床後喫煙時間（TTFC）と喫煙本数を
Kruskal-Wallis検定で比較した。さらに喫煙の有無を従属変数とするロジスティック回帰分析を行った。
【結　果】　現在喫煙者は36名（9.2％）であった。学年と喫煙の有無に有意な関連が認められ（ p＜0.01）、
アルバイト先の喫煙環境とも関連を認めた（ p＝0.031）。多重ロジスティック回帰分析の結果、学年（OR＝
2.305、95％CI：1.515–3.507、p＜0.001）、アルバイト先の喫煙環境（OR＝2.338、95％CI：1.069–5.113、
p＝0.033）および性別（OR＝0.393、95％CI：0.169–0.915、p＝0.030）が喫煙の有無と独立して関連して
おり、女性は男性と比較して喫煙オッズが低かった。一方、睡眠およびストレス指標との関連は認められな
かった。
【結　論】　A医療系大学生の喫煙には学年進行および生活環境が関与しており、とくにアルバイト先におけ
る喫煙環境との関連が示唆された。大学在学中における継続的な予防教育に加え、学生を取り巻く生活環境
への配慮が求められる。
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A医療系大学における学生の喫煙実態と関連要因の検討

どにより、国民全体の喫煙率は減少傾向にある。令
和4年国民健康・栄養調査によれば、習慣的喫煙者
の割合は14.8％であり、男女ともに長期的な減少が
報告されている 2）。このように社会全体としては喫
煙率が減少しているものの、若年層の喫煙行動やニ
コチン依存の問題は依然として看過できない。
ニコチンは強い依存性を有し、その作用機序は脳

内報酬系におけるドパミン分泌を介したものである
ことが知られている 1）。特に若年期からの喫煙は、
将来的な喫煙量の増加やニコチン依存の重症化、禁
煙困難性の上昇につながり、結果として疾病リスク
や死亡リスクを高めることが示されている 3）。このよ
うな観点から、若年者の喫煙予防および早期介入は、
わが国のタバコ対策の中核的課題の一つと位置づけ
られる。
大学生は、高校から大学への移行期において生活
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緒　言
喫煙はがん、循環器疾患、呼吸器疾患など多くの
疾病の主要な危険因子であり、喫煙者本人のみなら
ず、受動喫煙を通じて周囲の人々の健康にも深刻な
影響を及ぼす。日本は世界保健機関（WHO）の「た
ばこの規制に関する枠組条約（FCTC）」の締約国であ
るが、受動喫煙防止対策や広告規制等においては国
際的に遅れが指摘されている 1）。一方で、健康増進
法の改正、禁煙治療の保険適用、たばこ税の増税な
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環境や人間関係が大きく変化し、喫煙を含むさまざ
まな健康行動を自ら選択しやすい時期にある。その
中でも医療系大学生は、将来、患者や地域住民の健
康支援に携わる立場にあることから、自らの喫煙行
動が専門職としての信頼性や説得力に影響を及ぼし
得る。浅井・栗原（2014）は、医療福祉系学生を対象
とした調査において、喫煙者は非喫煙者に比べ心身
の健康状態が不良であったことを報告している。同
研究では、医療職を志す学生であっても一定数の喫
煙者が存在し、その背景には生活習慣や心理社会的
要因が関与している可能性が指摘されている 4）。
しかし、医療職を志す医療系大学生を対象に、喫
煙状況と学年や生活環境（アルバイト先の喫煙環境
など）、ニコチン依存度、睡眠やストレスといった生
活習慣を包括的に捉えた研究は必ずしも十分とはい
えない。特に、喫煙者の中でも依存度の高さや喫煙
パターンがどのように関連しているのかについては、
教育的介入を検討するうえで重要な情報であるにも
かかわらず、わが国の医療系学生を対象とした報告
は限られている。
将来、国民の健康を支援する立場となる医療系大
学生の喫煙実態を把握し、関連要因を明らかにする
ことは、公衆衛生的にも、また看護・リハビリテー
ション専門職教育の観点からもきわめて重要である。
そこで本研究では、A医療系大学生を対象に喫煙実
態および関連要因を検討し、今後の喫煙予防および
禁煙支援策を検討するための基礎資料とすることを
目的とした。

研究対象
本研究の対象者は、A医療系大学（看護学科、理

学療法学科、整復・トレーナー学科）に在籍する学
生とした。調査対象者数は約500名とし、講義時間
等を利用して研究の目的および方法、倫理的配慮に
ついて口頭および文書で説明を行い、研究への参加
について自由意思に基づき同意が得られた者を対象
とした。
選択基準は、研究内容について説明を受け、研究

の趣旨を理解したうえで研究への参加に同意した学
生とした。除外基準は、研究参加への同意が得られ
なかった者、および主要項目に著しい欠損が認めら
れた者とした。また、研究参加の辞退や同意撤回の
意思が示された場合は、いつでも研究対象から除外
することを説明した。

調査は無記名で実施し、Googleフォームを用いた
オンライン質問紙調査とした。回答画面の冒頭に研
究の目的、参加は任意であること、回答しなくても
不利益を受けないこと、回答の送信をもって研究参
加への同意とみなすこと、個人を特定できる情報は
一切収集しないことを明記した。これに同意した学
生のみが次の質問画面に進む形式とした。

方　法
調査は2024年12月～2025年5月に実施した。学

年は調査実施時点における在籍学年とした。
本研究は横断的な調査研究である。A医療系大学

に在籍する全学生（約1,000名）を対象とした全数調
査として計画した。探索的研究として位置づけ、事
前のサンプルサイズ設計は行わず、Webアンケート
による回収率を考慮し、十分な回答数が得られると
判断した。調査項目は、基本属性（学年、所属学科、
性別等）、喫煙状況、喫煙開始年齢、喫煙年数、ニ
コチン依存度、生活習慣（睡眠、ストレス）、アルバ
イト状況およびアルバイト先の喫煙環境、喫煙に関
する意識（医療職としての喫煙に対する認識、禁煙意
向など）から構成され、計45項目とした。アルバイ
ト状況については「現在アルバイトをしているか」を
質問し、「している」「していない」の2択で回答を得
た。アルバイト先の喫煙環境については、「禁煙」「屋
内に喫煙室あり」「喫煙可能」の選択肢で回答を得た。
解析に際しては、喫煙曝露の有無に基づき「あり（屋
内に喫煙室あり・喫煙可能）」「なし（禁煙）」の2群
に二値化した。喫煙状況は、「現在（この1か月間）、
タバコを吸っていますか」という質問に対し、「毎日
吸う」「ときどき吸っている」「吸わない」の選択肢か
ら回答を得た。解析に際しては、「毎日吸う」「とき
どき吸っている」を現在喫煙者、「吸わない」を非喫
煙者として二値化した。ニコチン依存度は、起床後
何分で最初の喫煙を行うかを尋ねる起床後喫煙時間
（Time to First Cigarette：TTFC）および1日の喫煙
本数により評価した。これらの指標はHeatherton 5）

らによりニコチン依存度を反映する要素として提唱
されているが、本研究では統合指標（Heaviness of 
Smoking Index：HSI）としては用いず、それぞれを
個別の指標として解析した。
睡眠状況は、朝早く目が覚めて再入眠が困難な頻
度、および昼間の眠気の頻度に関する質問項目を用
いて評価し、それぞれの回答をもとに合成スコアを
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算出した。ストレスについては、過去1か月間の不
満、悩み、苦労などによるストレスの頻度を尋ね、
尺度化した。喫煙に関する意識については、「医療職
として喫煙すべきではないと思うか」「タバコをやめ
たいと思うか」等の項目を設け、リッカート尺度（4件
法）で回答を得た。
統計解析にはSPSS Statistics version 17.0を用い、

有意水準は5％とした。まず、喫煙の有無と学年お
よび生活環境要因（アルバイトの有無、アルバイト
先の喫煙環境、家族の喫煙状況など）との関連につ
いては、χ2検定（Pearsonのカイ二乗検定）を用い
て検討し、p値は両側検定とした。次に、喫煙者に
おけるニコチン依存度関連指標と喫煙本数との関連
を検討するため、起床後喫煙時間（TTFC）および喫
煙開始年齢を群別因子、1日の喫煙本数を従属変数
として、Kruskal-Wallis検定を行った。さらに、喫
煙の有無を従属変数とし、睡眠スコアおよびストレ
ススコア、性別および学年を独立変数としてロジス
ティック回帰分析を実施し、オッズ比（odds ratio：
OR）および95％信頼区間を算出した。
本研究への参加は自由意思に基づくものであり、
参加の有無や回答内容が成績評価等に影響すること
は一切ないこと、また回答の有無や内容が教員に個
別に知られることはないことを文書および口頭で説
明した。なお、本調査は無記名で実施しているため、
回答送信後に個別データを特定して撤回することは

できないが、回答前であればいつでも参加を中止で
きる旨を明記した。本研究は、SBC東京医療大学生
命倫理審査委員会の審査を受けて実施した（承認番
号：24-24）。

結　果
1．対象者の概要
無記名自記式質問紙（Googleフォーム）による調
査を実施し、回答が得られた者のうち、喫煙状況等
の主要項目に欠損のない有効回答393名を分析対象
とした。対象者の基本属性を表 1に示す。平均年齢
は20.8±1.6歳であり、性別は男性165名（42.0％）、
女性228名（58.0％）であった。現在喫煙者は36名
（9.2％）、非喫煙者は357名（90.8％）であった。対象
者全体における喫煙状況を図1に示す。

表 1　対象者の基本属性（N＝393）
値はn（％）または平均±標準偏差（SD）で示した。項目により欠損値があるため、nが異なる。

項　目 ｎ 値
年　齢（歳） 393 20.8± 1.6
性　別 393
　　男性 165 42.0％
　　女性 228 58.0％
学　年 378
　　 1年 107 28.3％
　　 2年 130 34.4％
　　 3年 78 20.6％
　　 4年 63 16.7％
　　欠損 15 3.8％
所属学科 393
　　看護学科 180 45.8％
　　理学療法学科 123 31.3％
　　整復 ･トレーナー学科 90 22.9％
睡眠スコア 378 5.6± 1.2
ストレススコア 381 6.8± 1.5
喫煙状況 393
　　喫煙者 36 9.2％
　　非喫煙者 357 90.8％
※欠損値がある項目は有効回答数を用いて算出

図 1　対象者全体における喫煙状況（N＝393）
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2．学年と喫煙状況
学年別の喫煙状況を表2および図2に示す。学年

と喫煙状況との関連についてχ2検定を行った結果、
有意な関連が認められた（ p＜0.001）。喫煙者の割合
は、1年生では0.0％、2年生では10.8％、3年生で
は12.8％、4年生では19.0％であった。

3．生活環境要因と喫煙状況
生活環境要因と喫煙状況との関連を表3および表

4に示す。アルバイト先の喫煙環境と喫煙状況との
間には有意な関連が認められ、喫煙可能な環境に従
事している学生では喫煙者の割合が高かった（χ2検
定、p＝0.031）。

4．ニコチン依存度指標と喫煙状況
喫煙者36名を対象として、ニコチン依存度指標

について分析を行った。本研究では、ニコチン依存
度指標として起床後喫煙時間（TTFC）および1日の
喫煙本数を個別に用いて検討した。起床後喫煙時間
（TTFC）と1日の喫煙本数との関連を表5および図3

に示す。起床後喫煙時間（TTFC）と喫煙本数との間
には有意な関連が認められなかった（Kruskal-Wallis
検定、p＝0.184）。一方、喫煙開始年齢および喫煙
年数と喫煙本数との間には有意な関連は認められな
かった（いずれもp＞0.05）。尚、個別群間差の検討
を目的としないため、多重比較は実施しなかった。

5．睡眠・ストレスと喫煙状況
睡眠スコアは入眠困難、中途覚醒、早朝覚醒、日

中の眠気、睡眠薬等の使用に関する5項目から構成
され、各項目を1～5点で評価し、本対象者における
合計値は5～23点であった。ストレススコアは日常
生活の楽しさ、抑うつ気分、ストレスの有無に関す
る3項目から構成され、各項目を1～4点で評価し本
対象者における観測範囲は3～12点であった。各々
得点が高いほど睡眠状態の不良、ストレスが高いこ
とを示す。

表2　学年と喫煙状況の関連

図2　学年別にみた喫煙状況（割合）

学　年 喫煙者n（％） 非喫煙者n（％） 合　計
1年生 0（0.0％） 107（100.0％） 107
2年生 14（10.8％） 116（89.2％） 130
3年生 10（12.8％） 68（87.2％） 78
4年生 12（19.0％） 51（81.0％） 63
合　計 36（9.2％） 342（90.8％） 378*

＊回答欠損あり378名を集計 χ2検定（ p＜0.001）

表3　アルバイト先の喫煙環境と喫煙状況
アルバイト先の喫煙環境 喫煙者n（％） 非喫煙者n（％） 合　計

喫煙可 13（17.6） 61（82.4） 74
喫煙不可 13（7.0） 172（93.0） 185

χ2検定（ p＝0.031）

表4　生活環境要因と喫煙状況の関連
生活環境要因 カテゴリ 喫煙関連の有無 χ2値 P値 判　定

アルバイト先の喫煙環境 喫煙可／不可 あり 4.66 0.031 有意
家族の喫煙状況 あり／なし なし 0.83 0.36 有意差なし
居住形態（自宅・一人暮らし等） 複数分類 なし 1.74 0.63 有意差なし
友人の喫煙状況（※回答項目がある場合） あり／なし なし NA NA 有意差なし
アルバイト有無 あり／なし なし NA NA 有意差なし

χ2検定（有意水準5％、両側検定）

χ2検定（ p＜0.001）
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6．喫煙の有無に関する要因（多重ロジスティック回
帰分析）
喫煙の有無を従属変数とした多重ロジスティッ

ク回帰分析の結果、学年、アルバイト先の喫煙環
境および性別が独立した関連要因として抽出され 
た（学年：OR＝2.305、95％CI：1.515-3.507、p＜
0.001、アルバイト先喫煙環境：OR＝2.338、95％
CI：1.069-5.113、p＝0.033、 性 別：OR＝0.393、
95％CI：0.169–0.915、p＝0.030）。性別では、女
性は男性と比較して喫煙オッズが低かった。一方、
家族の喫煙状況、ストレススコアおよび睡眠スコア
については有意な関連は認められなかった。表6に
示す。

考　察
本研究は、A医療系大学生を対象として喫煙実態

および関連要因を検討したものである。その結果、
現在喫煙者の割合は9.2％と比較的低い水準であっ
たものの、学年進行や生活環境要因との関連が示さ
れた。

本研究における喫煙率は、一般大学生を対象とし
た先行研究と比較して低い傾向にあった。これは、
医療系大学という教育環境や、将来医療職として国
民の健康を支援する立場になることへの意識が、喫
煙行動を一定程度抑制している可能性を示唆する。
一方で、看護大学生を対象とした冨澤らの研究にお
いても、喫煙経験率は低いものの、大学在学中に生
活環境の変化や周囲の影響を受けて喫煙に至る学生
が存在することが報告されている 5）。
本研究結果もこれと一致しており、医療系学生で

あっても喫煙行動が完全に抑制されるわけではない
ことが示された。
学年と喫煙状況との関連については、学年が上が

るにつれて喫煙者の割合が増加する傾向が認められ
た。冨澤らは、大学在学中に成人を迎え、一人暮ら
しや交友関係の拡大といった生活環境の変化が生じ
ることにより、喫煙行動が形成・定着しやすくなる
可能性を指摘している 5）。本研究においても、高学
年になるほど喫煙者が増加していたことから、大学
在学期間の経過に伴う生活環境の変化や実習・学業
負担などが、喫煙開始や継続に影響している可能性
が考えられる。
生活環境要因のうち、アルバイト先の喫煙環境と

喫煙の有無との間には有意な関連が認められた。ア
ルバイト先における喫煙可能な環境や喫煙室の存在
は、受動喫煙や喫煙機会への曝露を高めることを通
じて、喫煙行動と関連する可能性が示唆される。一
方で、本研究ではアルバイト先の職種や地域特性に
ついては把握していないため、これらの要因が喫煙
行動に及ぼす影響については検討できていない。今図3　起床後喫煙時間（TTFC）別にみた

1日の喫煙本数

Kruskal-Wallis検定

表5　喫煙者におけるニコチン依存度指標間の関連
指　標 解析方法 p値

起床後喫煙時間（TTFC）×喫煙本数 Kruskal-Wallis検定 0.184
喫煙開始年齢×喫煙本数 Kruskal-Wallis検定 0.475

Kruskal-Wallis検定

表6　喫煙の有無に関連する要因（多重ロジスティック回帰分析の結果）
変　数 OR 95％信頼区間 P 値

学　年 2.305 1.515–3.507 ＜ 0.001
アルバイト先喫煙環境（あり） 2.338 1.069–5.113 0.033
性別（女性） 0.393 0.169–0.915 0.030
家族喫煙（あり） 1.698 0.768–3.755 0.191
ストレススコア 1.499 0.950–2.365 0.082
睡眠スコア 1.114 0.862–1.441 0.410

多重ロジスティック回帰分析による（両側検定、有意水準：p＜ 0.05）
性別は男性＝ 0、女性＝ 1として解析した

TTFC別喫煙本数の分布
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後は職種や勤務環境の詳細を含めた検討が必要であ
る。大学生の喫煙行動に影響を与える要因を検討し
た本多・福島の研究では、友人の喫煙状況や喫煙に
対する態度が喫煙行動に強く影響することが示され
ており、周囲の環境が喫煙行動を促進する重要な要
因であるとされている 6）。本研究において、喫煙可
能な環境でアルバイトをしている学生ほど喫煙者が
多かったことは、日常的に喫煙に曝露される環境が
喫煙行動を容認・正当化する認知を形成しやすいこ
とを示唆している。
笠巻らは、喫煙行動と喫煙に対する「恩恵（Pros）」

および「負担（Cons）」の認識との関連を検討し、喫
煙者は非喫煙者に比べて喫煙の恩恵を強く認識して
いることを報告している 7）。
喫煙可能な環境に身を置くことは、喫煙行動を容
認・正当化する認知を形成しやすく、その結果とし
て喫煙の継続につながる可能性が考えられる。
ニコチン依存度に関する検討では、起床後喫煙時

間（TTFC）と1日の喫煙本数との間に有意な関連は認
められなかった。瀬在は、大学生の喫煙行動が自己
否定感やストレス気質、精神健康度と関連している
ことを示し、喫煙がストレス対処行動として選択さ
れやすい一方で、精神的健康の改善には必ずしも結
びつかない可能性を指摘している 8）。本研究では心
理尺度を直接測定していないものの、ニコチン依存
度の指標から、喫煙が習慣化しやすい学生が一定数
存在することが示されており、早期の介入の重要性
が示唆される。
以上より、A医療系大学生の喫煙行動には、学

年進行や生活環境、ニコチン依存度といった複数の
要因が関与していることが明らかとなった。とくに、
アルバイト先の喫煙環境や学年進行に伴う喫煙者の
増加は、大学在学中の生活環境への介入の必要性を
示している。
尚、本研究では睡眠およびストレス指標について

も検討したが、喫煙の有無との間に有意な関連は認
められなかった。
本研究にはいくつかの限界がある。第一に、本研

究では過去の喫煙歴について詳細に把握しておらず、
前喫煙者を区別していないため、喫煙状況の分類に
一定の限界がある。第二に、喫煙者数が限られてい
ることから、男女別の詳細な層別解析は行っておら
ず、今後の検討課題である。第三に、本研究は横断
研究であるため、喫煙状況と関連要因との因果関係

を明らかにすることはできない。したがって、本研
究で示された関連は時間的前後関係を示すものでは
なく、解釈には慎重を要する。第四に、対象は単一
の医療系大学の学生であり、地域的・教育環境的な
偏りを有している可能性がある。そのため、本研究
結果を他大学や一般大学生へ一般化するには限界が
ある。第五に、データは自己記入式質問紙により収
集されており、社会的望ましさバイアスや回答の正
確性に影響を受けた可能性が否定できない。第六に、
本研究では年齢を連続変数として把握しているもの
の、年齢別の層別解析は行っておらず、この点につ
いても今後の検討課題である。
以上の限界を踏まえつつも、A医療系大学におい

ては、低学年からの継続的な喫煙予防教育に加え、
実習開始前後の時期を捉えた禁煙に関する情報提供
や、学生が自身の生活環境を振り返る機会を設ける
ことが、実践的な支援として有効であると考えられ
る。
今後は、これらの取り組みを通じて、医療職を志

す学生が専門職としての役割意識を自覚し、自らの
健康行動を選択できるよう支援していくことが求め
られる。

結　論
本研究では、A医療系大学生を対象として喫煙実

態および関連要因を検討した。その結果、現在喫煙
者の割合は比較的低い水準であったものの、学年進
行、生活環境要因との関連が認められた。
とくに、アルバイト先の喫煙環境と喫煙の有無と
の関連や、高学年になるにつれて喫煙者が増加する
傾向は、大学在学中の生活環境が喫煙行動に関連す
ることを示唆している。
これらの結果から、医療職を志す学生に対しては、
低学年からの継続的な喫煙防止教育に加え、実習開
始前後など生活環境が変化する時期を捉えた禁煙に
関する情報提供や支援が重要であると考えられる。
今後は、学生が自身の生活環境や健康行動を振り

返る機会を教育の中に位置づけ、専門職としての役
割意識を育成するとともに、健康的な行動選択を支
援する取り組みが求められる。
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Abstract
Objectives: To clarify the smoking status and associated factors among healthcare university students.
Methods: An anonymous self-administered questionnaire survey was conducted among students at a healthcare 
university (n=393). Associations between smoking status and year of study and environmental factors were 
examined using chi-square tests. Among smokers, the relationships between nicotine dependence–related 
indicators and the number of cigarettes smoked per day were analyzed using the Kruskal–Wallis test. 
Furthermore, multivariable logistic regression analysis was performed to identify factors independently 
associated with smoking status.
Results: Thirty-six students (9.2%) were current smokers. Smoking status was significantly associated with 
year of study (p < 0.01) and the smoking environment at part-time workplaces (p = 0.031). In the multivariable 
logistic regression analysis, year of study (OR = 2.305, 95% CI: 1.515–3.507, p < 0.001), smoking environment 
at part-time workplaces (OR = 2.338, 95% CI: 1.069–5.113, p = 0.033), and sex (OR = 0.393, 95% CI: 0.169–
0.915, p = 0.030) were independently associated with smoking status. No significant associations were found 
for sleep or stress indicators.
Conclusion: Smoking behavior among healthcare university students was associated with progression in 
year of study and environmental exposure, particularly the smoking environment at part-time workplaces. 
Continuous preventive education and consideration of students’ living environments are warranted.
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